
津島市立図書館創立１２０周年記念 
イベント「伝統文化を楽しむ」 

図書館の創立１２０周年を記念して、津島の
伝統文化に関する講演会とお茶会を開きます。
お茶会は呈茶券をお持ちの方が対象です。 
日時　１０月１６日 　午後１時～３時 
場所　図書館２階大集会室 
定員　５０人 
参加費　３００円　１０月８日 から、市立図書館
　２階事務室で呈茶券を配布、先着順。 

プロのアンサンブルが織りなすメロディと
美しいサウンドの世界をお楽しみください。 
日時　１１月１３日 　午後２時～３時３０分 
場所　図書館１階（当日は休館中のため、開
　演３０分前に開場） 
定員　９０人 
参加費　無料　１０月２２日 から、入場整理
　券を１階メインカウンターで配付、先着順。 

芸術の秋　図書館コンサート 

中日新聞尾張版に阿部繁弘先生のボールペン画「街
道を行く」が掲載されています。今回そのボールペ
ン画技法を習う教室を開設します。ボールペン画を
通じ、街の風景や新たな感覚などさまざまな発見を
してみましょう。 
日時　１１月～３月の第２、４木曜日（全１０回）。午後２
時～４時。初回の１１月１０日 は休館中のため、開
講３０分前に開場。 

場所　図書館２階小集会室 
定員　１５人（定員になり次第締切） 
講師　吉田栄介氏（日本ボールペン画協会） 
受講料　１回５００円（当日に徴収） 
申込　１０月２７日 から直接左記へ（継続して参加
できる方）。 

ボールペン画教室 

江戸時代後期から伝わる海部・津島地域の民俗芸
能「説教源氏節」。もくもく座による浄瑠璃人形の
物語をどうぞお楽しみください。 
日時　１１月１３日 　午前１０時～正午 
場所　図書館２階大集会室（当日は休館中のため、
開演３０分前に開場） 

定員　５０人 
参加費　無料　１０月２２日 から、入場整理券を１階
メインカウンターで配付、先着順。 
 

甚目寺説教源氏節「もくもく座」 

お は な し ぐ る ぐ る お は な し ぐ る ぐ る 

１０月２７日～１１月９日の読書週間にちなみ、
図書館ではたくさんのおはなし会を開催しま
す。ぜひご家族皆さんで図書館へお出かけく
ださい。 
日時　右表のとおり 
場所　市立図書館 
 

日　時 おはなし会名 内　　　　　容 
１０月１６日  
午後２時 

絵も紙芝居も使わない、語りによる 
おはなしが楽しめます。５歳以上対象 

ストーリーテリング 
のおはなし会 

１０月２２日  
午後２時 

秋っていいなぁ。おいしいたべものが 
でてくる、昔ばなしのおはなし会 

おいしい日本昔ばなし 
と落語のおはなし会 

１０月２３日  
午後２時 

運動が苦手な子も楽める、スポーツ 
の秋のおはなし会 

かけっこよーいどん! 
おはなし会 

１０月３０日  
午後２時 

きてくれないと、いたずらしちゃうぞ！ 
楽しいハロウィンのおはなし会 

ハロウィンの 
おはなし会 

１１月３日（木・祝） 
午前１０時３０分 

未就園児（０～３歳児）向けのおはなし 
会です。親子でご参加ください 

おはなし 
にこにこ 

１１月５日  
午後２時 

楽しいことがいっぱい！まろんｍａｍａ 
さんによるおはなし会 

ワクワク★楽しい♪ 
おはなし会 

５ 「市政のひろば」つしま2016.10
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問合　市立図書館　1２５-２１４５ 
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３９２ ３９２ ３９２ 

５１４ 

４８７ 
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４２５ 
４１６ 

４０７ 
３９７ 

３８８ 

３８４ 

３８２ 

３７１ 

津
島
市
で
は
、平
成
１８
年
度
か
ら
２７
年
度

ま
で
の
１０
年
間
を
計
画
期
間
と
し
た
「
津
島

市
財
政
改
革
行
動
計
画（
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
）」

を
策
定
し
、市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
簡
素

で
効
率
的
な
行
財
政
運
営
の
確
立
を
図
る
た

め
に
、行
財
政
改
革
の
推
進
に
努
め
て
お
り

ま
す
。 

こ
の
た
び
、平
成
１８
年
度
か
ら
２７
年
度
ま

で
の
１０
カ
年
の
実
績
を
取
り
ま
と
め
ま
し
た
。 

 財
政
改
革
の
効
果
額 

１０
年
間
の
効
果
額
は
１
０
９
億
３
千
万
円

で
、目
標
値
と
し
た
９４
億
２
千
万
円
を
上
回

り
ま
し
た
。（
達
成
率
１
１
６
・
１
％
） 

財
源
の
確
保
　
税
徴
収
率
の
向
上
、企
業
誘

致
の
推
進
等
に
よ
り
、７
億
６
千
万
円
。 

人
件
費
の
総
額
抑
制
　
職
員
数
の
削
減
と
各

種
職
員
手
当
の
見
直
し
に
よ
り
、５３
億
９

千
万
円
。 

事
務
事
業
の
見
直
し
　
事
務
事
業
の
廃
止
・

縮
減
・
事
業
手
法
の
変
更
に
よ
り
、２１
億
９

千
万
円
。 

市
単
独
制
度
の
見
直
し
　
市
単
独
補
助
金
・

扶
助
費
の
見
直
し
に
よ
り
、１５
億
２
千
万
円
。 

そ
の
他
　
市
税
前
納
報
奨
金
の
廃
止
等
に
よ

り
、１０
億
７
千
万
円
。 

定員管理計画（一般会計ベース） 

区分ごとの財政改革効果 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ 
３５０ 

４００ 
（３９２） 

４５０ 

５００ 

５５０ 
（単位：人） 

（年度） 平成 

１０９.３億円 

財政改革累積効果額 

１８～２７年度 
効果額 

１８～２７年度 
目標額 

主な取組事項 
（１８～２７年度効果額） 

○税徴収率の向上 
○未利用財産の売却・貸付 
○使用料の滞納整理 
○有料広告物の掲載 
○企業誘致の推進 

４億４,３１５万円 
１億４,７５６万円 

６３２万円 
２,０２０万円 

１億４,１２７万円 

○定員管理計画による人件費削減 

○職員手当の見直し 

４３億７,１７３万円 

１０億２,０５８万円 

○経常的経費の削減 

○施設等維持管理経費の削減 

９億２,００４万円 

１２億７,３０４万円 

○市単独補助金の見直し 
 
○市単独扶助費の見直し 

１０億６,２０２万円 
 

４億５,８８１万円 

○当然廃止事業の削減 

○各種負担金の見直し 

○国民健康保険税の減免廃止 

○市税前納報奨金の廃止 

○病院補助金の縮減 

 

１０億５,７０６万円 

４,０８０万円 

３,３００万円 

２億９,１７５万円 

△３億５,２５１万円 

９４.２億円 合　　計 

１０.７億円 ２６.８億円 

１５.２億円 １３.１億円 

２１.９億円 ８.８億円 

５３.９億円 ３３.５億円 

７.６億円 １２億円 

そ の 他  

市単独制度
の 見 直し 

事務事業
の見直し 

人件費の  
総額抑制  

財源の確保 

津
島
市
財
政
改
革
行
動
計
画

津
島
市
財
政
改
革
行
動
計
画（
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
） 

平
成
平
成
２７
年
度
実
績
報
告

年
度
実
績
報
告
 

津
島
市
財
政
改
革
行
動
計
画（
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
） 

平
成
２７
年
度
実
績
報
告
 

市債残高（一般会計ベース） 

（年度） 平成 

臨時財政対策債 

その他 

（　）は合計額 

（単位：億円） 

１８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 

１３２ １２４ １１３ １０４ ８９ 
７６ 

４２ ４７ 
５０ ５６ 

６７ 
７５ 

（１７４） （１７１） 
（１６３） （１６０） （１５６） 

６８ 

８５ 

（１５３） 

６０ 

９４ 

（１５４） 

６２ 

２６ 

１０１ 

（１６３） 

５９ 

２７ 

１０６ 

（１６５） 
（１５１） 

０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

※臨時財政対策債…平成１３年度の地方財政対策において設けられた特例地方債で、地方交付税の 
　振替措置であり、後年度にその元利償還額の１００％が交付税算定上の基準財政需要額に算入されます。 

計画策定時目標値 

平成１８～２７年度で、１２２人削減 

実績値 

※各年度４月１日現在。なお、平成２７年度については、新規採用者を４月１日・１５日、および５月１日に
採用したため、５月１日現在。 
社会経済情勢等の変化、行政需要の多様化等に対応するため、今後の職員数については、見直し
を進めております。 

市
債
残
高
は
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
き 

着
実
な
減
少
傾
向 

新
規
の
市
債
の
発
行
を
抑
制
し
て
き
た
こ

と
か
ら
、臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
市
債
残

高
は
着
実
な
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。 

 

指
定
管
理
者
制
度
、外
部
委
託
等
の
民
間

活
力
の
導
入
や
事
務
事
業
の
見
直
し
に
よ
り
、

平
成
１７
年
度
と
比
較
し
て
、平
成
２７
年
度
５

月
１
日
現
在
で
、職
員
数
を
一
般
会
計
ベ
ー

ス
で
１
２
２
人
削
減
し
ま
し
た
。 

１
２
０
人
を
超
え
る
定
員
・
人
件
費
削
減 

市役所　124-1111 津島市財政改革行動計画（アクションプラン） 
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４５.２％ １３.３％ ９.７％ １１.４％ １４.７％ 

２４.９％ １３.６％ 
７.５ 
％ １２.３％ １４.８％ ２６.９％ 

４０.５％ 

５.７ 
％ 
５.７ 
％ 

２３.９％ ２０.２％ ６.８ 
％ 

７.７ 
％ 

２３.５％ １７.９％ 

１３.９％ 
８.２ 
％ １９.１％ ７.４ 

％ 
１０.５％ 

４５.２％ １３.３％ ９.７％ １１.４％ １４.７％ 

２４.９％ １３.６％ 
７.５ 
％ １２.３％ １４.８％ ２６.９％ 

４０.９％ 

５.７ 
％ 
５.７ 
％ 

２３.９％ ２０.２％ ６.８ 
％ 

７.７ 
％ 

２３.５％ １７.９％ 

１３.９％ 
８.２ 
％ １９.１％ ７.４ 

％ 
１０.５％ 

地方交付税 譲与税・交付金 市税 

歳入性質別 

平成１７年度 
（１８４億円） 

０％ ２０％ 

平成２７年度 
（２０９億円） 

４０％ ６０％ ８０％ １００％ 

歳出性質別 

平成１７年度 
（１７７億円） 

０％ ２０％ 

平成２７年度 
（１９４億円） 

４０％ ６０％ ８０％ １００％ 

財政改革実施前との構成比較 
財
政
改
革
実
施
前
と
の
比
較 

財
政
改
革
行
動
計
画
策
定
前
と
歳
入
・
歳
出
の
構
成
を
比
較
し
て

み
る
と
、歳
入
で
は
国･

県
支
出
金
が
増
加
し
、市
税
の
割
合
が
減
少

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、歳
出
で
は
扶
助
費
、繰
出
金
が
増
加
し
、人
件

費
・
公
債
費
の
割
合
が
減
少
し
て
い
ま
す
。 

今
後
に
向
け
て 

平
成
１８
年
度
か
ら
の
１０
カ
年
の
効
果
額
は
、目
標
値
を

上
回
り
ま
し
た
。 

し
か
し
、本
市
の
財
政
状
況
は
依
然
と
し
て
極
め
て
厳

し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。こ
の
た
め
、平
成
２７
年
度
ま
で
の

「
津
島
市
財
政
改
革
行
動
計
画
」
に
代
わ
る
新
た
な
行
財

政
改
革
の
指
針
と
な
る
「
津
島
市
行
財
政
改
革
推
進
大
綱
」

（
平
成
２８
年
度
〜
平
成
３７
年
度
）を
策
定
し
ま
し
た
。 

 

将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
行
財
政
基
盤
を
確
立
す

る
た
め
に
は
、引
き
続
き
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
く

こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
、こ
の
大
綱
で
は
次
の
３
つ
を

市
が
取
り
組
む
べ
き
改
革
の
基
本
目
標
と
し
ま
し
た
。 

・
持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
推
進 

・
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
運
営
の
推
進 

・
適
正
な
人
事
管
理
の
推
進
お
よ
び
良
好
な
職
場
環
境
の

実
現 

 

大
綱
の
推
進
に
あ
た
り
、課
題
と
な
る
事
項
に
対
す
る

具
体
的
取
組
等
を
定
め
た
「
津
島
市
行
財
政
改
革
推
進
計

画
」（
平
成
２８
年
度
〜
平
成
３２
年
度
）を
策
定
し
ま
し
た
。 

 持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
推
進 

定
住
の
促
進
や
企
業
誘
致
を
推
進
す
る
こ
と
で
、自
主

財
源
の
根
幹
と
な
る
市
税
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、確

実
な
収
納
に
取
り
組
み
ま
す
。ま
た
、広
告
収
入
な
ど
新
た

な
自
主
財
源
の
確
保
に
努
め
ま
す
。 

 効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
運
営
の
推
進 

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
効
率
化
を
図
る
う
え
で
、行

政
よ
り
も
効
果
的
に
実
施
で
き
る
事
業
に
つ
い
て
は
、民
間

活
力
の
活
用
を
推
進
し
ま
す
。 

 
 

適
正
な
人
事
管
理
の
推
進
お
よ
び
良
好
な
職
場
環
境
の

実
現 定

員
適
正
化
計
画
に
基
づ
き
、計
画
的
な
職
員
採
用
や

再
任
用
職
員
の
活
用
に
よ
る
適
正
な
職
員
配
置
に
努
め
ま

す
。
さ
ら
に
、効
率
的
な
事
務
事
業
の
推
進
に
よ
り
、働
き

や
す
い
職
場
環
境
を
構
築
し
、行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や

時
間
外
労
働
の
削
減
に
取
り
組
み
ま
す
。 

 

３
つ
の
基
本
目
標
に
沿
っ
た
個
別
取
組
事
項
を
着
実
に

実
行
す
る
こ
と
で
、「
強
い
津
島
市
」
を
作
り
上
げ
て
い
け

る
よ
う
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。 

                      

問
合
　
財
政
課
財
政
Ｇ
　
内
線
２
３
４
３
・
２
３
４
４ 

国・県支出金 市債 その他 

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 特別・企業会計 
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津島市行財政改革推進計画 
基本目標 主な個別取組項目 項目数 効果額(百万円) 

 

４０ １,８４０ 

３３ ３５ 

１１ ６１９ 

８４ 計 ２,４９４ 

１　持続可能な財政運営の推進 
　(１) 歳入の確保 
　(２) 歳出の削減 
　(３) 健全な財政運営の推進 
 

２　効率的・効果的な行政運営 
  の推進 
　(１) 効率的な行政運営の推進 
　(２) 連携・協働事業の推進 
　(３) 適正な事務運営 

３　適正な人事管理の推進および 
  良好な職場環境の実現 
　(１) 適正な事務運営人事管理 
　(２) 適正な処遇 
　(３) 良好な職場環境 
 

・市有財産の有効活用 
・企業誘致の推進 
・市単独補助金の見直し 
・国民健康保険事業の健全化 

・民間活力の活用 
・児童発達支援事業の見直し 
・団体事務の見直し 
 

・計画的かつ適正な定員管理 
　の実施 
・給与等の適正化の推進 
・時間外労働時間の削減 
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財政健全化判断比率等の公表 財政健全化判断比率等の公表 財政健全化判断比率等の公表 
地方公共団体の財政破綻を未然に防ぎ、財政の早期健全化、再生を促すため、各地方公共団体は、毎年、健全化判

断比率および資金不足比率を算定し、公表することが義務付けられています。 
平成２７年度決算に基づき算定された津島市の健全化判断比率および資金不足比率は、下表のとおり、前年に引き
続き、すべて基準を下回りました。 
これからも行財政改革を徹底して行い、財政の健全化に努めてまいります。 

問合　財政課財政Ｇ　内線２３４３・２３４４ 

※資金不足比率がない会計は「－（該当なし）」で表示し、参考に資金剰余の比率を（△）で示しています。 

◎健全化判断比率 （単位：％） 

◎資金不足比率（経営健全化基準　２０.０%） 

☆用語の説明 

用　　　　語 

津島市民病院事業会計 

平成２６年度 

津島市下水道事業会計 津島市上水道事業会計 津島市流域関連公共下水道事業特別会計 

７.３ 
－ 
（△６１.８） 

－ 
（△７７.２） 

－ 
（△２１.７） 

説　　　　　明 

（単位：％） 

※実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－（該当なし）」で表示し、参考に黒字の比率を（△）で示しています。 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

実 質 赤 字 比 率  

平成２６年度 比 　 　 率  

財政再生基準  

早期健全化基準 

比 　 　 率  

連 結 実 質 赤 字 比 率  

実 質 公 債 費 比 率  

将 来 負 担 比 率  

資 金 不 足 比 率  

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の普通会計の赤字の程度を指標化
し、財政運営の深刻度を示したもの（普通会計の赤字の割合） 

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、
地方公共団体全体としての運営の深刻度を示したもの（全ての会計の赤字の割合） 

借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を
示したもの（年間の収入に対して借入金の返済のために支払う額の割合） 

地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担
等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうか
を示すもの（年間の収入に対して将来支払っていく可能性のある負担額の割合） 

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標
化し、経営状況の深刻度を示すもの（年間の収入に対して不足している資金の割合） 

－ 
（△１１.０４） 

－ 
（△１５.５５） ５.９ ４０.２ 

－ 
（△５.８５） 

－ 
（△１０.８８） ７.４ ４４.９ 

２５.０ １７.９４ １２.９４ 

３５.０ ３０.００ ２０.００ 

３５０.０ 
平成２７年度 

平成２７年度 １２.９ 
－ 
（△５２.５） 

－ 
（△８９.２） 

－ 
（△９.１） 

市役所　124-1111 財政健全化判断比率等の公表 
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